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要旨

　成熟企業の生存戦略として「両利きの経営」が求められている．そこでは，

既存の事業領域における新製品開発だけでなく，業界の創造的破壊をもたらす

新規事業の開発にも，価値創造プロセスにつながる組織活性化が不可欠である．

本稿では，組織活性化を達成するための共通要素を特定し，組織活性化が財務

パフォーマンスに与える影響を実証的に分析した．分析の結果，組織活性化の

主要な要因として，「ミドルの戦略的役割」「絶え間ない組織学習」「組織変革

への全社的な取り組み」の３つが抽出された．これら３つの要素を効果的に統

合している企業は，競争相手と比較して優れた成果・業績を達成していること

が示された．

In the context of survival strategies for mature companies, 'ambidextrous 

management' is increasingly demanded. In this approach, revitalizing 

organizations is essential not only for developing new products within 

existing business domains but also for developing new ventures that 

bring about creative destruction in the industry. This paper identifies 

common elements necessary for achieving organizational revitalization 

and empirically analyzes the impact of organizational revitalization 

on financial performance. The analysis revealed three main factors of 
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organizational revitalization: 'the strategic role of middle management,' 

'continuous organizational learning,' and 'company-wide commitment 

to organizational transformation.' It was demonstrated that companies 

effectively integrating these three elements achieve superior outcomes and 

performance compared to their competitors.

キーワード

　成熟企業，組織活性化，ミドルの役割，組織学習，組織変革

１．はじめに

　IoTや生成AI，メタバース（インターネット上の仮想空間），自動運転など

の言葉で象徴される新時代の到来は，一攫千金を狙うベンチャー企業の出現を

後押しする一方，イノベーションの創出に苦しむ多くの成熟企業には難しい選

択を迫られている．現在の事業領域で新製品開発に取り組むか，それとも新事

業開発で新しい事業領域を開拓するか，である．近年こうした問題の解決のた

めに，自社がすでに持っている強みを活かしつつ新たな事業領域の探索を可能

にする，いわゆる「両利きの経営」の経営手法が大企業病の特効薬として脚光

を浴びている．しかし，実際には業界の先頭を走っている勝ち組の優良企業で

さえ，レッドオーシャン化した成熟市場にて新製品開発に取り組むことも，も

しくは業界の破壊的な創造につながる新規事業の発掘に取り組むことも容易で

ないのが現状である．今日のような経営環境の大転換期においては，保有する

経営資源の制限に加え，今まで成功を収めてきた戦略やその戦略実行に最も適

合してきた組織運営が，新しい戦略形成や新たな組織運営への変革にかえって

足かせとなりやすいからである．

　言い換えれば，既存の事業分野で競争優位を維持するにも，新しい事業分野

を開拓するにも経営資源の創造的な活用によるイノベーション創出が必要であ

り，それには創造的学習を含む絶え間ない組織学習を可能にする組織への変革，
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いわゆる組織活性化が不可欠である．そこで本稿では，過去の栄光の成功体験

があるが故に硬直してしまった成熟企業の組織を，いかに再活性化できるかに

ついて議論し，組織活性化のカギを明らかにすることを主な目的とする．今ま

で組織活性化の概念は学際的な研究対象として多岐にわたる研究分野でさまざ

まなアプローチがなされてきた．ただし，戦略と組織の交差する場所に位置し

「学習する組織」の構築の要となるミドルを，組織活性化の主要要素として取

り上げた研究はまだ稀である．そこで本稿はミドルの戦略的役割を中心に，組

織活性化の主要特徴を特定しながら組織活性化と企業パフォーマンスとの関係

について実証分析を行うこととする．

　次節以降の構成は以下の通りである．まず第２節では組織活性化の概念に関

する先行研究を概観することで，成熟企業の組織運営における諸課題について

議論し，組織活性化に関する仮説を設定する．次の第３節では分析の枠組とし

て，本稿で用いるアンケート調査と財務データ分析の方法などについて説明す

る．そして第４節では得られたデータをもとに，組織活性化に貢献する主要要

因を特定し，組織活性化の成果としての財務パフォーマンスとの関係について

分析及び考察を行う．最後の第５節においてそれまでの議論を総括し，今後の

課題について整理する．

２．組織活性化に関する先行研究レビューと仮説

　2. 1．先行研究レビュー

　企業の競争優位の構築と持続可能性を模索する研究が盛んに行われているな

か，一つの切り口として組織活性化の概念に焦点を当てる議論が注目を集めて

いる．経営学の文献において抽象的かつ恣意的に使われることの多かった活性

化という用語が，日本にて専門用語としての地位を得られる契機となった研究

として高橋（1990）がある．組織設計論の文脈から組織活性化への数量的なア

プローチを試みた高橋（1990）は，組織の活性化された状態を「組織のメンバー 

が①組織と共有している目的・価値を②能動的に実現していこうとする状態」
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と定義したうえ，その測定の方法を提示するとともに，成長性を先行変数とし

た実証分析を行った．その結果，高成長期にいる企業では「活性化された状態」

が容易に達成され，低成長や低迷期にいる企業では「活性化された状態」が失

われることが確認されている．続いて河合・高橋（1992）では，高橋（1990）

の定義にもう一つの要素を加え，「組織のメンバーが，①相互に意思を伝達し

合いながら，②組織と共有している目的・価値を，③能動的に実現していこう

とする状態」を組織の活性化された状態として提案した．河合・高橋（1992）

によれば，彼らの定義はBarnard（1938）の組織成立の必要十分条件，「組織は，

（1）相互に意思を伝達できる人々がおり，（2）それらの人々は行為を貢献しよ

うとする意欲をもって，（3）共通目的の達成をめざすときに成立する」と基本

的に合致するもので，より実践性を持たせたものである．言い換えれば，河合・

高橋（1992）の組織活性化の議論は，バーナードの示した企業が公式組織とし

て存在し続けるための組織論の最もオーソドックスな議論に基づいているとい

えよう．

　経営組織論の領域に限定されていた組織活性化の概念に経営戦略論の観点を

加え，戦略的組織活性化という概念を提唱したのが河合（1992）の研究である．

河合（1992）は企業の戦略形成プロセスを創発モードと包括モードの二つに大

きく分けたうえ，各モードに対応する戦略的組織活性化を創発的活性化と包括

的活性化と名付け，それぞれの特徴について検討を行った．また，創造性とイ

ノベーションの重要性が企業経営において高まるにつれ，組織活性化の用語に

直接には触れないものの，組織と戦略の両方の側面を統合的に考察する試みが

国内外を問わず数多くみられるようになった．例えばBurgelman (1983) は，「社

内の新規事業化（Internal Corporate Venturing：以下ICV）プロセス・モデ

ル」を利用して，大企業組織の最前線で生み出される戦略的イニシアティブが

いかに３つの組織階層を経て新製品開発やイノベーションへとつながるかを説

明した．「ICVプロセス・モデル」では，技術と市場動向に詳しい現場から上がっ

てくる戦略的イニシアティブを戦略的選択の対象としてトップ・マネジメント
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へ届けるには，ミドル・マネジメントを中心とした組織的推進が不可欠である

とする．つまり，組織の深い内部から生まれる特定の戦略的イニシアティブを，

開発の途中で消滅させることなく新製品開発もしくは新事業開発へと結びつけ

るためには，全社レベルにおける組織活性化が前提となるのである．また野中・

竹内（1996）は，暗黙知と形式知との社会的相互作用をあらわす「４つの知識

変換モード」を用いて，新製品開発のプロセスにおける知識創造のメカニズム

を明らかにした．彼らは知識創造理論を通じて，戦略の本質は知識の獲得・創

造・蓄積・利用のための組織的能力を開発することであり，企業戦略の最も重

要な要素は，どのような知識を創造するかという知識ビジョンを作り出し，そ

れを経営実践システムに具体化することと主張した．そして企業組織は暗黙知

から形式知へ，形式知から暗黙知へと，知識変換を繰り返しながら知識創造の

スパイラルをつくっていくべきであり，それには既存のトップダウンのマネジ

メントやボトムアップのマネジメントとは異なる，いわゆるミドルアップダウ

ンのマネジメントが不可欠であると提唱した．言い換えれば，知識創造の中心

となるミドルが，トップと組織の第一線の社員をいかに知識変換のスパイラル

に巻き込むかが知識創造の成敗を決めることになるといえよう．

　このように組織と戦略を統合的に考察する議論にみられる大きな特徴は，組

織の活性化が明示もしくは暗示されているとともに，「学習する組織」の重要

性が示唆されていることである．桑田（1991）は，より直接的に「ストラテジッ

ク・ラーニング」の概念を用いて，組織の長期適応パターンにみられる企業の

戦略行動と組織の戦略的能力との関係について検討した．桑田（1991）によれ

ば，企業は戦略行動をデザインする際の基本的なものの見方・考え方を規定す

る根源的知識の学習，いわゆるストラテジック・ラーニングを行うことで戦略

的能力を刷新し，企業の存続・成長につながる戦略行動のデザインができるの

である．つまり，企業が持続的成長のためにストラテジック・ラーニングを行

うということは，既存の戦略行動を絶えずかつ大胆に修正していくことであり，

それは組織の新しい均衡状態が組織レベルで模索される，いわゆる組織活性化
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の状態に他ならないのである．

　一方，組織活性化の問題の解決に向け，直接ミドル・マネジメントの役割に

焦点をあてた研究もある．戦略形成における組織構成員の創造性発揮の必要性

に着目した十川（2000）は，組織運営に直接的な関わりをもっているミドル・

マネジメントの役割を再認識すべきであると指摘し，上場製造企業の調査デー

タに基づいて組織活性化に向けてのミドルの役割について検討を行った．十川

（2000）によると，「ミドルの積極的な上下のコミュニケーション実践」でもた

らされるビジョンの共有とエンパワーメントは，人々の挑戦意欲とモラールの

向上に貢献する．また，「ミドルの積極的な左右のコミュニケーション実践」

でもたらされる組織横断的活動は，異質の技術や情報の交流を可能にするので，

組織学習の機会を創出することができるとしている．

　2. 2．仮説

　以上のように，組織活性化をめぐる議論は古くから多岐にわたる分野におい

てさまざまなアプローチがなされてきたが，組織活性化の概念そのものに対す

る定義および論点の整理においては明確な合意に達していないのが現状であ

る．そこで本稿では，これまでの先行研究を踏まえて組織活性化の概念を次の

ように定義し，議論を進めていくこととする．

　組織活性化とは，組織が成長・存続を目指し，不連続的かつ不確実的

な環境変化に対応して競争相手より優れた成果・業績が収められるよう

に組織能力を高めている状態である．

　言い換えれば，企業にとって組織活性化とは，変化する環境にダイナミック

に対応するため，好業績をもたらす新製品・新事業の開発に向けての全社的な

取り組み，いわゆる無数の実験と学習を伴う価値創造プロセスが実行可能な状

態をさす．こうした定義の組織活性化に至るためには，いくつかの要素が企業

内において存在しなければならない．まず１つ目に，ミドル・マネジメントの
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戦略的役割である．価値創造のプロセスにおいて戦略と組織の交差する場所に

位置するミドルは，戦略実行のみに関わる従来の管理者としての役割を超えて

戦略形成に積極的に貢献しなければならない．２つ目に，絶え間ない組織学習

の実践である．競争優位につながる組織能力の向上は，創造的学習を含む組織

学習が絶えず実施される，いわゆる「学習する組織」の構築によって可能とな

る．つまり企業は絶え間ない組織学習を実践することで，新製品開発や新事業

開発を通じて市場や社会に新しい価値を提供することになるのである．３つ目

に，組織変革への全社的な取り組みである．激しい環境変化へのダイナミック

な対応においては常に組織の新しい均衡状態が模索されることになり，特定の

人物や部門のみに頼るのではなく，組織の全構成員を巻き込んだ変革への取り

組みが不可欠である．

　このような組織活性化のできる企業は，いかなる環境変化においても競争相

手より良いパフォーマンスを示すはずである。そして組織活性化のためにはミ

ドルの戦略的役割，組織学習，組織変革の３要素を兼ね備えている必要があり，

それらのうちいずれかが欠けている場合には組織活性化に至らず，十分な成果

が出ていない可能性がある。そこで本稿では研究仮説として以下を設定する．

　仮説１：組織活性化に関連する共通要素が企業において存在する．

　仮説２：組織活性化に関連する要素を高い次元で兼ね備えている企業は，競

争相手より優れた成果・業績を収めている．

　以下ではこれらの議論を踏まえて，まず日本の上場製造企業を対象にしたア

ンケート調査の結果をもとに，探索的因子分析を用いて組織活性化に関連する

共通要素の抽出を試みる．そして組織活性化の定義の妥当性と，主に成熟企業

を中心とした組織活性化の有効性について検証を行う．次節では使用データと

分析の枠組みについて説明する．
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３．分析の枠組

　3. 1．実証分析の目的と範囲

　本稿の実証分析では，組織活性化に関連する要素と企業の組織的特性を結び

つけ，それらの共通要素と財務パフォーマンスの関係性を明らかにすることを

目的とする．

　具体的には，組織活性化に関連する要素を「ミドル・マネジメントの戦略的

役割」，「組織学習の実践」，「組織変革への取り組み」とし，それらを企業の組

織特性の情報から抽出して営業利益率などの財務パフォーマンス指標とどのよ

うな関係があるのかについて分析する．

　分析には二つの主要なデータセットが使用される．一つめは，2019年度に実

施された企業の組織特性に関する情報を収集した企業アンケートデータであ

る．このアンケートでは，トップの経営姿勢やミドル・マネジメント，組織要

因に関する詳細な項目が質問に含まれている．二つめは企業の財務パフォーマ

ンスやその他の企業情報を測るための企業財務データである．

　3. 2．使用データ

　企業アンケートデータの元になるアンケート調査は，戦略経営研究グループ

によって2019年度に『「革新のための共創」に関するアンケート調査（2）』と

いうタイトルで実施されたものである．調査対象は純粋持株会社を除く上場製

造企業（事業持株会社含む）および持株会社傘下の製造業を営む大企業を中心

としたものであり，郵送方式で実施された．戦略経営研究グループでは20数年

間にわたり，一貫して日本企業におけるイノベーションの創出と，戦略，組織

との関係について定点観測的な研究を試みてきた．そのなかで2019年度の調査

においては，とりわけトップの経営姿勢やミドルの役割，部門間の連携，組織

学習，多様性の程度等の要素がイノベーションに与える影響に焦点をあてたも

のとなっている１．表１は2019年度のアンケート調査の概要である．

１  2019年度のアンケート調査結果の詳細な内容と分析については，十川他（2020）を参照．
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表 1　アンケート調査の概要

 

　上述の企業アンケートデータが上場企業を対象としたものであるため，財

務データは基本的に有価証券報告書に記載されたものを用いた２．アンケート

データは2019年度の１時点しか存在しないため，本稿ではアンケートが実施さ

れた2019年度を中心に前後２年の範囲をとって2017年度から2021年度までの期

間を対象とした３．

　収集されたデータのクリーニングと前処理に関して注意事項は以下の通りで

ある．まずアンケートデータ回答企業は93社であったが，本稿で使用する質問

項目において多数の欠損があった企業は除いている．ただしサンプルサイズの

減少を避けるため，１社あたり欠損箇所が２以下の場合はその欠損箇所に最頻

値を代入した４．また，もともとのアンケート項目は望ましいと考えられる性

質に対し正順と逆順を混ぜて設定されていたが，本稿で分析するデータはすべ

て正順となるよう変換している．

　財務データについては，決算月が11月，12月，２月，３月，４月の企業が含

まれている５．また異常値については，使用する４つの財務パフォーマンス指

２  日経ValueSearchのデータベースよりアンケート調査対象企業の財務データを抽出し

たものを用いている．
３  組織活性化と関連する要素は企業内において一定期間安定的であるとの仮定を置かざ

るを得ない．ただし、対象期間を拡大した場合でも，分析結果の傾向に大きな差異は生

じないことをことを確認している．
４  実際には２社でそれぞれ１か所，２か所の欠損があった．
５  アンケート回答企業の決算月の構成比率は３月（84％），12月（11％），２月（３％），

４月（１％），11月（１％）であった．決算月が同一の企業のみを対象とすることも検

討したが今回はサンプルサイズの確保を優先した．ただし決算月を３月に限定した場合

でも分析結果の傾向は変わらない．
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標の一部においてＺスコアが ±３以上を基準とし，該当した１社をサンプル

からは取り除いている．

　処理を行った二つのデータを組み合わせた結果，最終的な企業数は81社と

なった．この81社・５年間（2017年度～ 2021年度）のデータセットを用い，

組織活性化要素の抽出とクラスタリング，組織活性化要素と財務パフォーマン

スの関係について分析する．

　次節では，まず企業アンケートデータから組織活性化に関連する主要な要因

を抽出するための因子分析を行う．次に抽出された因子から組織活性化の観点

で企業をクラスタリングし，各クラスターの特徴を確認する．そして財務デー

タにおける企業の効率性指標と各クラスターの関係性を回帰分析などを用いて

検証し，定量化しづらい組織活性化要因と財務パフォーマンスの間に存在する

関係性を明らかにする．

４．分析

　4. 1．因子分析による企業組織要因の抽出

　表２は因子分析に使用したアンケートデータの質問項目である．まずデータ

セットが因子分析に適しているかどうかを評価するためにいくつかのチェック

を行った．図１は質問項目間の相関関係を可視化したものである．セルの濃い

色は特定の質問項目間の正の相関が強いことを示している ．例えば「性能改

良や関連サービス見直しの提案」（Q2_3）は「イノベーション活動の強み（コ

ア技術）」，「変革への抵抗感：一般従業員」，「製品や関連サービスに関する革

新的アイデアの提案」（Q1_4_2，Q2_4_3，Q2_9）とそれぞれ0.5程度の相関を

持っている．また「ミドルの役割」に関連する質問項目（Q4_1_1，Q4_1_2，

Q4_1_3，Q4_2_1，Q4_2_2，Q4_3）に関しては，互いに相関係数が0.5以上の

ものが多い．「変革への抵抗感：トップ」（Q2_4_1）は「挑戦意欲」，「失敗に

対する評価」，「多様性」（Q2_10，Q2_13，Q2_14）との相関が高い．
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表 2　アンケート項目

 

図 1　アンケート項目の相関マップ

 

　データセットが因子分析に適しているかを評価するための代表的指標であ

るKaiser-Meyer-Olkin (KMO) 測度の全体値は0.76であった６．また各項目の

MSA（Measure of Sampling Adequacy）については，Q2_1，Q2_3，Q2_5，

６  一般的に因子分析に適切なKMO測度は0.7以上とされる．
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Q2_10，Q4_1_2，Q4_1_3，Q4_3のMSA値が0.85以上と非常に高く，これらの

項目がデータセットにおいて因子分析に特に適していることも示唆された．一

方でいくつかの項目は十分高いとはいえないものもあった７．通常，因子分析

においては各項目のMSA値を考慮することが推奨されるが，本分析では全体

のKMO測度が適切な水準に達しているため，初期に選定した質問項目をすべ

て使用している．

　因子数については平行分析とVelicerのMAPテストを用いた結果，最適な因

子数の目安は平行分析で４因子，MAPテストでは３因子となった．最終的に

は我々の組織活性化仮説と解釈可能性を総合的に考慮し，本稿では３因子数を

採用することにした８．因子分析は３因子数を仮定した最小残差法で，因子間

の相関を許容する斜交回転（oblimin）を用いて行った．表３は第１，第２，

第３の各因子およびこれらに対応する質問項目の因子負荷量である．

表 3　因子数３における因子負荷量

 

７  もっとも低かったのはQ1_3「成功体験の重要度」であり，そのMSA値は0.49であった．
８  堀 (2005) では平行分析とMAPで挟み込んで，解釈可能性と項目数によって因子数を
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因子の寄与率は，第１因子（14.2％），第２因子（11.8％），第３因子（10.7％）

で，これら３因子の累積寄与率は約36.8％となった．因子間の相関は，第１因

子と第２因子の間で0.344，第１因子と第３因子の間で0.307，第２因子と第３

因子の間で0.365となっており，因子間には中程度の相関が存在する．またモ

デルの適合度評価指標であるTucker Lewis Index（TLI）は0.7926であった９．

　これら３つの因子の解釈は以下の通りである．

第１因子（ミドル）：

　主にミドル・マネジメントに関連する項目（Q4_1_1からQ4_3）によって構

成されており，因子負荷量は0.397から0.832に及ぶ．これはミドル・マネジメ

ントが組織内で担う戦略的な役割の重要性を示していると考えられる．

第２因子（組織学習）：

　「イノベーション活動の強み（コア技術）」，「性能改良や関連サービス見直

しの提案」，「製品や関連サービスに関する革新的アイデアの提案」（Q1_4_2，

Q2_3，Q2_9）から構成され，とくにQ2_3が最も高い因子負荷量（0.832）を

示している．これは企業が組織全体として適応的及び創造的学習を行い，イノ

ベーション活動の基盤となる知識や技術を獲得している状態を表していると解

釈できる．

第３因子（組織変革）：

　「経営者の起業家精神」，「変革への抵抗感：トップ」，「多様性」，「組織の柔

軟な対応」（Q1_2, Q2_4_1, Q2_14, Q2_15）によって強くサポートされている．

これらの高い因子負荷量は，企業が変革を進めるための取り組みの度合いを示

している．

決定することを簡易的な方法として推奨している．なお，4因子モデルを用いた分析で

も３因子モデルと結果が大きく異なるものではなかった．
９  累積寄与率とTLIはやや低い値であり，４因子とした場合でも大きな改善はみられな

かった．
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　これらの３因子は組織活性化の要素となる「ミドル・マネジメントの戦略的

役割」「絶え間ない組織学習の実践」「組織変革への全社的な取り組み」に対応

するものであると解釈し，以降では因子負荷量から推計した因子得点をそれら

要素の代理変数として扱う．

　4. 2．クラスタリングによる企業群の分類

　ここでは因子得点を組織活性化の３つの要素を反映する代理変数として用

い，これらの特性が類似する企業を同じクラスターに分類する．クラスタリン

グ手法としてはｋ平均法を用いる．クラスター数を決定するためにエルボー法

とBICを併用したが，クラスター数はエルボー法で５，BICで９となった．今

回の対象企業数は81社と少ないため，各クラスターに属する企業数が非常に小

さくなることを避けるため，今回はクラスター数を５とする10．

　クラスター間での特徴を区別するため，以下に示す手順で各クラスター内の

企業の組織活性化に関する特性を評価し，これらの特性に基づきクラスターに

名称を付与する．

　①全体のデータセットに基づき，３因子（第１因子（ミドル），第２因子（組

織学習），第３因子（組織変革））の因子得点の25％分位点および75％分位

点を算出する．

　②各クラスターに属する企業の３因子それぞれの因子得点の平均値を算出

し，これをクラスターレベルでの因子得点（特性値）とする．

　③クラスターレベルの各因子の特性値が①で求めた25％分位点より低い場合

には「L」，75％分位点より高い場合には「H」，これらの分位点の間にあ

る場合は「M」と表し，第１因子（ミドル）・第２因子（組織学習）・第３

10  Schubert (2023) ではエルボー法よりもBICが望ましいと指摘されており，この判断は

適切ではないかもしれない．ただし，クラスター数とBICの値との関係をプロットする

と，クラスター数５の段階でBICの値は十分低下し，クラスター数９までの区間まで顕

著な差は生じていないことを確認している．
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因子（組織変革）の順で並べたものをそのクラスターの名称とする．

　その結果，５つのクラスターはHHH，MMM，MML，LLM，LHMとなった．

各クラスターに分類された企業数はそれぞれ13，24，17，17，10であり，クラ

スター MMMが一番多い企業数となった．図２はクラスターレベルでの因子

得点（そのクラスターに属する企業の因子得点の平均値）を可視化したもので

ある．

図 2　各クラスターとそれぞれの因子得点の平均値

 

　クラスター HHHは，第１因子（ミドル），第２因子（組織学習），第３因子（組

織変革）のすべてにおいて他のクラスターと比較して高い水準となる企業群で

ある．クラスター HHHに分類された企業は組織内のミドル・マネジメントの

戦略的役割，組織全体としての高い学習能力，組織変革の取り組みのいずれに

おいても高い水準を兼ね備え，組織活性化の程度が高いと考えられる．仮説2 

に基づけば，これらの企業は高い財務パフォーマンスを達成していると推測さ

れる．またクラスター MMMもすべての因子で標準的なレベルとなっている

ことから，組織活性化の程度も一定の水準に達していると予想される．

　残り３つのクラスターは単純な区別は難しいが，いずれも組織活性化の３要

素のうち１つまたは２つの要素が低い水準の企業が所属するクラスターであ
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る．クラスター MMLは組織変革において劣る企業群，クラスター LLMはミ

ドルと組織学習において劣る企業群である．またクラスター LHMはミドルに

おいて劣るが，組織学習においては高い水準にある企業群となっている．クラ

スター LHMに関しては組織活性化の程度が一概に劣っているとみることは困

難である．

　総合的には組織活性化の達成度が高いと予想されるのはクラスター HHH，

次いでクラスター MMMである．クラスター MMLとクラスター LLMはこれ

らと比較して組織活性化度は低く，クラスター LHMについては事前の予想は

難しい．

　4. 3．財務パフォーマンスのクラスター別平均

　組織活性化の程度をある程度区分することができたので，財務指標データと

組み合わせて組織活性化と財務パフォーマンスの関係を確認していく．まず財

務パフォーマンス指標として営業利益率・EBITDAマージン・ROA・ROEの

4種類を用いる．４種類の指標を用いるのは分析の頑健性を確保するためであ

る．企業間の様々な特性が財務パフォーマンスに与える影響を考慮し，営業利

益率とEBITDAマージンを事業の効率性と収益性の評価，ROEとROAを資本

の効率的使用の評価として選定している．

　また組織活性化要因以外の企業特性をコントロールする変数として，従業員

規模，売上高，総資産，負債比率，研究開発費比率，設備投資比率を用いる．

サンプルサイズは81社×５年間で405となる11．表４はこれら財務関連のサン

プルデータの記述統計量である．

　従業員規模別の企業数をクラスター別に示したものが表５である．便宜上，

300人以下を中小企業，301人以上2000人以下を中堅企業，2001人以上を大企業

と定義している．表５が示すように我々のデータでは全体の７割が大企業に分

11  クリーニング・前処理の結果残った81社に関しては，2017年度から2021年度の期間で

欠損はなかった．
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類される．中堅企業は２割強，中小企業はほとんど存在しておらず３社のみで

ある．よって以下の分析では実質的に中堅企業と大企業を対象としたものであ

ることは留意しておく必要がある．さらに５つのクラスターに分類した場合に

は中堅企業の企業数も各クラスターでかなり少なくなってしまうため，最終的

には本稿の分析は大企業に限定された結果に強く影響されていると考える必要

がある．

表 5　企業数：クラスター別・従業員規模別

 

　また業種別構成についても確認しておく．業種別企業数をクラスター別に示

したのが表６である．サンプルサイズが81社と多くないため，業種別に区分し

た場合には製造業業種間で企業数が大きく異なってしまっている．企業数が最

も多いのが機械・エレクトロニクス（全体の４割程度）であり，つぎに素材（同

２割程度）となっている．これら２業種においてはクラスター別の企業数はあ

る程度確保され，その構成割合も大きく偏ってはいない．しかし，それ以外の

業種においてはクラスターごとの企業数は非常に少なくなってしまっている12．

表 4　記述統計量（81社，2017年度～ 2021年度）

12  業種によっては企業が存在しないクラスターもあり，本稿の分析では業種間での差異

について分析することはできなかった．
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表 6　企業数：クラスター別・業種別

 

　ここからは５つのクラスター別に財務パフォーマンスに差異が発生している

のか確認をしていく．図３は４種類の財務パフォーマンス指標の2017年度から

2021年度期間平均を推計し，95％信頼区間を求めたものである．95％信頼区間

は棒グラフ中のエラーバーで示している．

　いずれの財務パフォーマンス指標においても，クラスター HHHがもっと

も高く，他のクラスターと比較して有意差が確認できる．次いでクラスター

MMMとクラスター LHMが同程度で高くなっている．クラスター MMLとク

ラスター LLMの値はともに低く，とくにクラスター LLMはいずれの財務パ

フォーマンスも一番低い傾向となっている．

図 3　財務パフォーマンス指標平均：クラスター別（全企業・全期間）

 

　次に財務パフォーマンス指標平均を従業員規模別に区分してみたものが図４

である．表５で確認したように我々のデータセットでは中小企業はほとんど存

在しないのでここでは分析の対象とはしない．また中堅企業は全体で21社で参
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考程度となるが，全体的な傾向は図３と同様である．ただしクラスター HHH

が有意に高いと判断できるのはクラスター MMLとクラスター LLMに対して

だけで，クラスター MMMやクラスター LHMに対しては指標によっては大き

な差は確認できないものもある．

図 4　財務パフォーマンス指標平均：クラスター別・従業員数規模別（全期間）
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　大企業を対象とした場合は図３とほぼ同じ傾向となり，クラスター HHHが

他の４つのクラスターよりも有意に高いパフォーマンスを示している．ただし，

従業員規模を考慮していない場合と比較して，クラスター MMMとクラスター

LHMも含めて残り４つのクラスター間ではとくに明確な差はみられない．

　次に年度別の差異も確認しておく．図５は全企業を対象に2017年度から2021

年度までのクラスター別の財務パフォーマンス指標の推移である．とくにコロ

ナ禍のタイミングで多少の変動はみせているが，クラスター HHHはいずれの

財務パフォーマンス指標でも他の４つのクラスターより一貫して高い水準を維

持している13．またクラスター LLMは全体的にもっとも低いパフォーマンス

を示している．

図 5　財務パフォーマンス指標平均：クラスター別・年別（全企業）

13  紙幅の都合で掲載はしていないが，従業員規模別に分けてた場合の大企業でも図５と

同様の傾向が確認できる．
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　4. 4．クラスターダミーによる回帰分析

　ここまでの分析ではクラスターごとの財務パフォーマンス指標の平均値の差

異のみに焦点を当てており，企業規模や年度以外のその他の企業特性の影響を

十分に考慮していなかった．よって次に各財務パフォーマンス指標を被説明変

数とし，組織活性化度クラスターダミー変数を説明変数，その他の財務指標，

企業規模ダミー変数，年度ダミー変数をコントロール変数としたパネル推計を

行う．使用するデータセットはすでに表４で説明したものである．内生性の問

題を考慮するため，コントロール変数としての財務指標にはそれぞれの変数の

前期の値を使用する14．

　組織活性化度クラスターダミー変数については時間不変の変数であるため，

通常の固定効果モデルを用いることはできない．よって推定方法として通常の

Pooled OLSモデルに加え，相関ランダム効果（CRE）モデルを用いた．CRE

モデルは個体固有の効果と説明変数との間に潜在的な相関を仮定し，かつ時間

不変の説明変数を含める場合に有効なアプローチである15．

　表７がパネル推計結果である．企業の財務パフォーマンス指標としてこれまで

と同様に営業利益率，EBITDAマージン，ROEおよびROAのそれぞれを被説

明変数とし，Pooled OLSとCREでの推計結果をモデル（1）から（8）で表している．

　組織活性化度クラスターダミーの係数をみると，モデル（1）から（8）のいず

れにおいてもクラスター HHHは正のもっとも大きな係数を示し，すべて統計

的に１％または５％水準で有意であった．これは組織活性化に関する3要素が

高く，組織活性化の程度の高さが高い財務パフォーマンスに結びついている

ことを示唆している．また有意水準が10％のものも含まれるが，クラスター

MMMとクラスター LHMについても比較的大きな正の値を示している．

14  もちろん操作変数法など内生性を考慮した他の分析も行うべきである．しかし，適切

な操作変数セットをみつけることが困難であったため今回は簡便な方法を用いた．
15  具体的には時間変化する説明変数の個体内平均を説明変数に追加した変量効果モデル

である．固定効果推定量と相関ランダム効果推定量は等しくなり，さらに時間不変の変

数を含めることもできる．詳細についてはWooldridge (2010) を参照．
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　一方，これまでの分析でもっとも低いパフォーマンスが示していたクラス

ター LLMの係数は，やはり他のクラスターと比較して低く有意ではないもの

も多い．クラスター MMLも同様に低く有意ではない値となっている．

　なお，CREモデルの推計結果を用いた検定で企業間の異質性が確認された

ため，Pooled OLS推定量にはバイアスが含まれている可能性が高い．よって

時間変化する変数の推定値が不偏となるCREモデルの推計結果（モデル（2），

（4），（6），（8））に注目し，組織活性化度クラスター係数とその95％信頼区間を

図示したものが図６である．営業利益率ではクラスター HHH，クラスター

MMM，クラスター LHMが95％信頼区間で正の値を示していることが確認で

きる．またEBITDAマージンとROEにおいてはクラスター HHHのみが正の値

を示している．ROAについては，クラスター HHHが他よりも高い傾向はみら

れるが明確な差は確認できない．

　各企業の異質性を考慮した結果をまとめると，これまでの分析と同様に組

織活性化度が高いと考えられるクラスター HHHの企業群は高い財務パフォー

マンスを示していることが確認された．またクラスター MMMとクラスター

LHMについても，クラスター HHHに次いで高いパフォーマンスを実現でき

ている傾向がみられた．一方，組織活性化度が総合的に低いと考えられるクラ

スター MMLやクラスター LLMについては，上位３つのクラスターと比較し

てパフォーマンスが劣る傾向が示された．

 

　4. 5．考察

　以上，組織活性化に関する仮説の検証にあたり，組織活性化に関連する要素

を抽出するための因子分析および組織活性化と企業パフォーマンスとの関係を

究明するための回帰分析を行った．まず因子分析の結果から，企業には組織活

性化に関連する共通の要素があり，「ミドルの役割」「組織学習」「組織変革」

という組織活性化に関連する要素の存在を確認した．これらの３つの要素は，

本稿の組織活性化の定義から導かれる主な構成要素「ミドルの戦略的役割」「絶
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表 7　パネル推計結果

図 6　相関ランダム効果モデル（CRE）の係数推定値と95％信頼区間
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え間ない組織学習の実践」「全社レベルの組織変革への取り組み」の内容と合

致するものである．とりわけミドルの上下・左右のコミュニケーターとしての

役割と，部下の創造性を引き出すファシリテーターとしての役割及び創発的戦

略を生み出すチャンピオニングとしての役割は，企業の戦略形成と直接かかわ

るものであり，こうしたミドルの戦略的役割が企業組織の活性化にとくに大き

く貢献していることが示唆された．言い換えれば，近年の組織活性化の議論に

おいて戦略と組織の両面からの統合的な考察が求められているなか，戦略と組

織の交差する場所に位置するミドルが上記の戦略的役割を積極的に果たすこと

によって，創造的学習を含む組織学習が絶えず行われる「学習する組織」への

組織変革も可能であると考えられる．

　次にクラスタリングとそれを用いた回帰分析からは，上記３つの要素を兼ね

備えている企業が競争相手より優れた成果・業績を収めていることが示され

た．他の企業群よりも３つの要素すべてにおいて高い水準をあらわすクラス

ター HHHの企業群はいずれの財務パフォーマンス指標においても有意に高い

パフォーマンスを達成できていた．とくに大企業に限定した場合にその差はよ

り顕著に示されていることから，成熟企業ほど組織活性化が重要である可能性

がある．つまり，成熟市場で戦っている企業にとって，既存の事業領域で収益

性を強化するにも，新規事業の開発で新しい収益源を発掘するにも，組織活性

化の達成は最優先すべき課題であるといえよう。

　ただし，３つの要素のすべてが高い水準である必要はない可能性も示された．

　クラスター LHMはミドルの役割は相対的に低いが，一方で組織学習の水準

は高い企業群であった．そのクラスター LHMは一部の財務パフォーマンス指

標においてクラスター HHHに次ぐ良好な値を達成していた．基本として３つ

の要素はそれぞれ補完的であると想定してきたが，組織学習の実践がミドルの

役割が不十分な場合をカバーするなど，要素間で代替的な関係性が存在する可

能性もある．
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５．まとめ

　本稿では，いわゆる成熟企業に求められる「両利きの経営」の実現のため，「組

織活性化」の概念に着目した財務パフォーマンスとの関係について実証分析を

行った．抽象的で定量化しにくい概念である組織活性化を正面から取り上げ，

組織活性化の主要要因として「ミドルの戦略的役割」「絶え間ない組織学習」「組

織変革への全社的な取り組み」の３つの要素を抽出するとともに，これら３つ

の要素を兼ね備えている企業が競争相手より優れた成果・業績を収められてい

るかどうかについて検証した．とくに大規模の成熟企業においては，ミドルは

戦略と組織の交差する場所に位置する存在として組織活性化の達成に大きく貢

献していることが実証された．

　これまであいまいに使われることの多かった「組織活性化」の概念を実際の

組織特性として特定を試み，組織活性化の成果と良好な財務パフォーマンスの

関係性について定量的な分析を行ったことが，本稿の大きな寄与であると考え

る．しかし，依然として取り残された課題も多く存在する．

　まず本稿で使用した企業アンケートデータのサンプルサイズが十分に大きく

ないことである．とくに中小企業や特定の業種に対して結果や解釈の適用を行

うことは困難であり，分析結果の一般化は難しい．また使用したアンケートデー

タは1時点のみの結果であり，そこから抽出される組織活性化に関連する要素

も時間不変の変数として扱わざるをえなかった．組織的特性は時間とともに変

化する可能性が高く，時間不変の仮定は組織内における動的変化を慎重に考え

る必要があろう．さらに因子分析とそれをもとにしたクラスタリング分析の適

用においても，因子数やクラスター数の決定において恣意性の完全な排除はで

きず，主観的な判断によるバイアスが生じているリスクも含んでいる．加えて

企業パフォーマンスの評価は多面的で複雑な概念であるため，組織活性化に関

連する評価指標の選択と適切性の確認が十分であったとはいえない．

　今後の課題としては，より大規模なサンプルと長期間にわたるデータ収集を

行い，結果の一般化可能性を高めることがまず必要となろう．また多様なパ
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フォーマンス評価指標の検討も進めたうえで，組織的特性の時間的変化を考慮

した組織活性化概念の拡張とそれを検証するための動的分析手法の導入も今後

の重要な課題である．
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